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令和 3 年度真庭市補正予算(6 月補正)について

令和 3 年度 6 月補正予算については、新型コロナウイルス感染症に伴う感染予防、市

民生活の支援及び経済の活性化に要する経費のほか、市政推進上の政策的事業等につい

て、予算編成を行いました。

1 令和 3 年度真庭市一般会計補正予算(第 3 号)

歳入歳出をそれぞれ 7 億 9,477 万 5 千円増額し、歳入歳出総額 323 億 9,441 万 6 千

円を計上しています。これを前年同期の予算額 364 億 4,440 万 8 千円と比較すると、

40 億 4,999 万 2 千円、11.1％の減です。

(1) 歳入について

歳入では、国庫支出金 4 億 876 万 4 千円、県支出金 375 万 7 千円、諸収入 5,870

万 9 千円、市債 1 億 9,370 万円及び繰入金 1 億 2,984 万 5 千円をそれぞれ増額して

います。

主なものは、国庫支出金では、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金 3 億 5,854 万 3 千円及び予防接種体制確保事業補助金 4,953 万 9 千円、県支出金

では、県産材利用促進対策事業補助金 200 万円を計上しています。諸収入では、市

有物件共済事業保険金 4,500 万円を増額しています。市債では、過疎対策事業債 1

億 5,980 万円及び合併特例事業債 3,390 万円を増額しています。

また、一般財源不足を補うため財政調整基金を取り崩し、繰入金として 1億 2,254

万 1 千円を増額しています。

(2) 歳出について

歳出の主なものは、総務費では、民間企業からＩＣＴの専門知識を有する人材を

招へいし行政ｄＸ等を推進する情報化計画推進事業（企業人材派遣制度）428 万 2

千円を計上しています。

衛生費では、集団接種を含むワクチン接種体制確保のための新型コロナウイルス

予防接種事業 1 億 1,997 万 8 千円、2050 年までの脱炭素社会の実現を見据えた再

生可能エネルギーの有効な活用方法などの調査・検討を行う 2050 カーボンニュー

トラルまにわ構築事業 1,000 万円を計上しています。

商工費では、焼失したそばの館を再建し産業振興をさらに進めるそばの館整備事

業 1 億 6,200 万 7 千円、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民生活を支援

するとともに消費を喚起し経済循環を促進するプレミアム付商品券事業 1億 2,000

万円、市外在住の家族、親戚、友人などに真庭の地域産品を送ることを支援する真

庭おもいやり事業 1,800 万円、飲食店等の感染症対策に係る経費を補助する飲食店

等コロナ対策応援事業 1,505 万円を計上しています。
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消防費では、全ての消防団員の活動服を更新する消防団員用装備品購入事業

4,682 万 6 千円、浸水被害軽減に向けた効果的な対策について調査・検討する落合

垂水地区雨水対策調査事業 1,761 万 1 千円を計上しています。

教育費では、感染症対策として学校のトイレを改修する小・中学校施設整備事業

1 億 3,026 万 7 千円、ポンテホールの舞台照明を制御するための調光盤を改修する

勝山文化センターホール整備事業 6,162 万 2 千円、旧阿口小学校校舎を改修し市内

に分散している文化財を一元的かつ適切に管理する文化財収蔵施設整備事業 4,145

万円、真庭の地域資源を活かした学習やキャリア教育における小・中学校との連

携・一貫性を高め市内の高等学校の魅力化を進める高校魅力化推進事業 730 万 4 千

円を計上しています。

2 令和 3 年度真庭市介護保険特別会計補正予算(第 1 号)

介護保険の制度改正に伴うシステム改修費の増額により、歳入では、国庫補助金

24 万 8 千円及び一般会計繰入金 24 万 8 千円、歳出では、総務管理費 49 万 6 千円を

それぞれ増額しています。

これらにより、歳入歳出をそれぞれ 49 万 6 千円増額し、歳入歳出総額 64 億 1,737

万 2 千円を計上しています。

3 令和 3 年度真庭市クリエイト菅谷事業特別会計補正予算(第 1 号)

新型コロナウイルス感染症対策として屋外空間等を有効に利活用するための施設

改修費の増額により、歳入では、一般会計繰入金 375 万 7 千円、歳出では、クリエ

イト菅谷臨時管理費 375 万 7 千円をそれぞれ増額しています。

これらにより、歳入歳出をそれぞれ 375 万 7 千円増額し、歳入歳出総額 1,129 万 3

千円を計上しています。
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令和3年度6月補正会計別予算集計表

　　　（単位：千円,％）

補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

一　般　会　計 31,599,641 794,775 32,394,416 36,444,408 △ 4,049,992 △ 11.1

国民健康保険特別会計 5,157,229 0 5,157,229 5,117,153 40,076 0.8

後期高齢者医療特別会計 763,798 0 763,798 790,185 △ 26,387 △ 3.3

介護保険特別会計 6,416,876 496 6,417,372 6,155,879 261,493 4.2

介護保険特別会計
(介護サ－ビス事業勘定)

51,082 0 51,082 51,111 △ 29 △ 0.1

浄化槽事業特別会計 62,369 0 62,369 75,502 △ 13,133 △ 17.4

津黒高原観光事業特別会計 19,644 0 19,644 25,110 △ 5,466 △ 21.8

クリエイト菅谷事業特別会計 7,536 3,757 11,293 7,559 3,734 49.4

温泉事業特別会計 120,054 0 120,054 141,452 △ 21,398 △ 15.1

特別会計合計 12,598,588 4,253 12,602,841 12,363,951 238,890 1.9

水道事業会計 2,524,247 0 2,524,247 2,603,325 △ 79,078 △ 3.0

下水道事業会計 3,847,821 0 3,847,821 3,496,800 351,021 10.0

国民健康保険湯原温泉
病院事業会計

1,737,029 0 1,737,029 1,693,094 43,935 2.6

公営企業会計合計 8,109,097 0 8,109,097 7,793,219 315,878 4.1

合　　　　　　計 52,307,326 799,028 53,106,354 56,601,578 △ 3,495,224 △ 6.2

会　　計　　名 増減額 増減比
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令和3年度6月補正歳入の状況
（単位：千円,％）

補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

8,134,373 188,554 8,322,927 25.7 8,747,003 △ 424,076 △ 4.8

市税 5,042,031 0 5,042,031 15.6 5,130,796 △ 88,765 △ 1.7

分担金及び負担金 208,692 0 208,692 0.6 232,202 △ 23,510 △ 10.1

使用料及び手数料 326,639 0 326,639 1.0 326,279 360 0.1

財産収入 186,209 0 186,209 0.6 199,119 △ 12,910 △ 6.5

寄附金 221,350 0 221,350 0.7 400,460 △ 179,110 △ 44.7

繰入金 1,490,218 129,845 1,620,063 5.0 1,839,512 △ 219,449 △ 11.9

繰越金 200,000 0 200,000 0.6 200,000 0 0.0

諸収入 459,234 58,709 517,943 1.6 418,635 99,308 23.7

23,465,268 606,221 24,071,489 74.3 27,697,405 △ 3,625,916 △ 13.1

地方譲与税 351,246 0 351,246 1.1 377,846 △ 26,600 △ 7.0

利子割交付金 4,600 0 4,600 0.0 4,100 500 12.2

配当割交付金 21,100 0 21,100 0.1 21,300 △ 200 △ 0.9
株式等譲渡所得割交付金 19,800 0 19,800 0.1 13,500 6,300 46.7

法人事業税交付金 53,500 0 53,500 0.2 25,000 28,500 114.0

地方消費税交付金 953,000 0 953,000 2.9 965,000 △ 12,000 △ 1.2

ゴルフ場利用税交付金 20,200 0 20,200 0.1 20,800 △ 600 △ 2.9

環境性能割交付金 28,400 0 28,400 0.1 32,800 △ 4,400 △ 13.4

地方特例交付金 72,234 0 72,234 0.2 27,000 45,234 167.5

地方交付税 13,078,000 0 13,078,000 40.4 13,190,000 △ 112,000 △ 0.8
交通安全対策特別交付金 3,800 0 3,800 0.0 4,000 △ 200 △ 5.0

国庫支出金 2,474,227 408,764 2,882,991 8.9 7,679,149 △ 4,796,158 △ 62.5

県支出金 1,514,861 3,757 1,518,618 4.7 1,574,610 △ 55,992 △ 3.6

市債 4,870,300 193,700 5,064,000 15.5 3,762,300 1,301,700 34.6

31,599,641 794,775 32,394,416 100.0 36,444,408 △ 4,049,992 △ 11.1

【一般・特定財源区分】 （単位：千円,％）
補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

21,907,179 122,541 22,029,720 68.1 22,095,011 △ 65,291 △ 0.3

市税 5,042,031 0 5,042,031 15.6 5,130,796 △ 88,765 △ 1.7

地方譲与税 351,246 0 351,246 1.1 377,846 △ 26,600 △ 7.0

利子割交付金 4,600 0 4,600 0.0 4,100 500 12.2

配当割交付金 21,100 0 21,100 0.1 21,300 △ 200 △ 0.9
株式等譲渡所得割交付金 19,800 0 19,800 0.1 13,500 6,300 46.7

法人事業税交付金 53,500 0 53,500 0.2 25,000 28,500 114.0

地方消費税交付金 953,000 0 953,000 2.9 965,000 △ 12,000 △ 1.2

ゴルフ場利用税交付金 20,200 0 20,200 0.1 20,800 △ 600 △ 2.9

環境性能割交付金 28,400 0 28,400 0.1 32,800 △ 4,400 △ 13.4

地方特例交付金 72,234 0 72,234 0.2 27,000 45,234 167.5

地方交付税 13,078,000 0 13,078,000 40.4 13,190,000 △ 112,000 △ 0.8
交通安全対策特別交付金 3,800 0 3,800 0.0 4,000 △ 200 △ 5.0
繰入金(財政調整基金･特別会計) 1,074,568 122,541 1,197,109 3.7 1,440,169 △ 243,060 △ 16.9

繰越金 200,000 0 200,000 0.6 200,000 0 0.0

市債(臨時財政対策債) 984,700 0 984,700 3.0 642,700 342,000 53.2

9,692,462 672,234 10,364,696 31.9 14,349,397 △ 3,984,701 △ 27.8

分担金及び負担金 208,692 0 208,692 0.6 232,202 △ 23,510 △ 10.1

使用料及び手数料 326,639 0 326,639 1.0 326,279 360 0.1

財産収入 186,209 0 186,209 0.6 199,119 △ 12,910 △ 6.5

寄附金 221,350 0 221,350 0.7 400,460 △ 179,110 △ 44.7

国庫支出金 2,474,227 408,764 2,882,991 8.9 7,679,149 △ 4,796,158 △ 62.5

県支出金 1,514,861 3,757 1,518,618 4.7 1,574,610 △ 55,992 △ 3.6

繰入金 415,650 7,304 422,954 1.3 399,343 23,611 5.9

諸収入 459,234 58,709 517,943 1.6 418,635 99,308 23.7

市債 3,885,600 193,700 4,079,300 12.5 3,119,600 959,700 30.8

31,599,641 794,775 32,394,416 100.0 36,444,408 △ 4,049,992 △ 11.1

【自主・依存財源区分】

自主財源

依存財源

合　　　　　計

一般財源

特定財源

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率
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令和3年度6月補正歳出の状況
【目的別】 （単位：千円,％）

補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

247,977 0 247,977 0.8 249,100 △ 1,123 △ 0.5

3,593,864 9,826 3,603,690 11.1 7,843,290 △ 4,239,600 △ 54.1

7,647,153 1,620 7,648,773 23.6 7,705,332 △ 56,559 △ 0.7

3,971,692 134,214 4,105,906 12.7 2,825,941 1,279,965 45.3

0 0 0 0.0 0 0 －

1,712,203 4,000 1,716,203 5.3 1,720,100 △ 3,897 △ 0.2

805,757 319,072 1,124,829 3.5 2,787,166 △ 1,662,337 △ 59.6

2,694,292 682 2,694,974 8.3 2,762,938 △ 67,964 △ 2.5

1,516,861 70,937 1,587,798 4.9 1,385,817 201,981 14.6

4,099,791 254,424 4,354,215 13.5 4,055,720 298,495 7.4

44,420 0 44,420 0.1 82,550 △ 38,130 △ 46.2

4,272,891 0 4,272,891 13.2 4,230,061 42,830 1.0

692,740 0 692,740 2.1 696,393 △ 3,653 △ 0.5

300,000 0 300,000 0.9 100,000 200,000 200.0

31,599,641 794,775 32,394,416 100.0 36,444,408 △ 4,049,992 △ 11.1

（単位：千円,％）
補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

14,166,718 3,623 14,170,341 43.7 14,128,398 41,943 0.3

人件費 6,874,497 3,220 6,877,717 21.2 6,852,626 25,091 0.4

扶助費 3,019,330 403 3,019,733 9.3 3,045,711 △ 25,978 △ 0.9

公債費 4,272,891 0 4,272,891 13.2 4,230,061 42,830 1.0

9,577,365 397,251 9,974,616 30.9 14,625,530 △ 4,650,914 △ 31.8

物件費 4,573,547 347,076 4,920,623 15.2 4,864,422 56,201 1.2

維持補修費 570,684 0 570,684 1.8 565,607 5,077 0.9

補助費等 4,433,134 50,175 4,483,309 13.9 9,195,501 △ 4,712,192 △ 51.2

5,024,811 389,896 5,414,707 16.7 5,049,503 365,204 7.2

普通建設事業費 4,980,391 389,896 5,370,287 16.6 4,966,953 403,334 8.1

災害復旧事業費 44,420 0 44,420 0.1 82,550 △ 38,130 △ 46.2

失業対策事業費 0 0 0 0.0 0 0 －

2,830,747 4,005 2,834,752 8.7 2,640,977 193,775 7.3

投資及び出資金 2,056 0 2,056 0.0 2,279 △ 223 △ 9.8

積立金 692,704 0 692,704 2.1 696,359 △ 3,655 △ 0.5

貸付金 24,260 0 24,260 0.1 28,260 △ 4,000 △ 14.2

繰出金 1,811,727 4,005 1,815,732 5.6 1,814,079 1,653 0.1

予備費 300,000 0 300,000 0.9 100,000 200,000 200.0

31,599,641 794,775 32,394,416 100.0 36,444,408 △ 4,049,992 △ 11.1

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

合　　　　　計

【性質別】

義務的経費

消費的経費

投資的経費

その他

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率
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令和3年度6月補正予算主要事業 （単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 6,500 6,500 6,500 0 0 0 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 119,978 119,978 49,539 0 0 70,439 

市長直轄組織

危機管理課

・福祉避難所として協定を締結している市内13箇所の福祉施設について、避難者受入れ時の

 新型コロナウイルス感染対策を強化

 ※福祉避難所：災害時において特に配慮を必要とする要配慮者用の避難所

・避難者受入れのための新型コロナウイルス感染防止対策として、福祉避難所の協定を締結

 している福祉施設が整備する資機材の購入費を対象に、補助金を交付

・補助対象：福祉避難所に新型コロナウイルス感染症対策として整備する資機材

・補助金額：1施設につき、50万円を限度

・福祉避難所の感染対策が強化され、避難者の受入れが円滑に進む

・施設利用者と避難者の接触機会を減少させた避難体制を構築

補正額の財源内訳

健康福祉部

健康推進課

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、接種体制を更に強化し、希望する

 市民全員にワクチン接種を速やかに実施する

・国の指示のもと、岡山県の協力により、真庭市が実施主体として予防接種を実施

・集団接種会場の設置、運営

・集団接種会場への送迎バス運行

・ワクチンの小分け移送（基本型接種施設→サテライト型接種施設）

・接種手続き等に関する相談対応

・各種広報業務

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止

補正額の財源内訳

1 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 福祉避難所感染対策緊急支援事業

所属 予算書事業名 福祉避難所感染対策緊急支援事業

補正前額 補正額 補正後額

2 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 新型コロナウイルス予防接種事業

所属 予算書事業名 新型コロナウイルス予防接種事業

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 18,000 18,000 18,000 0 0 0 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 120,000 120,000 120,000 0 0 0 

産業観光部

産業政策課

・真庭市外在住の子どもや家族、親戚、友人などに、真庭市の産品を送り、真庭に愛着を

 持っていただく

・真庭市内の販売を喚起することで、真庭の事業者を支援

・真庭市民が市外在住の家族や友人等に真庭市産品を送る場合に、登録店舗の登録商品を

 3割引きの価格で送ることができる

・真庭市は登録店舗に商品代金（送料込み）の3割を補助する

 （上限1万円の3割補助）

・販売期間：令和3年7月～令和4年1月末 ※予算終了まで

・コロナ禍で会うことができない子どもや家族、親戚、友人とのつながりを保つ

・市内事業者への経済支援

補正額の財源内訳

産業観光部

産業政策課

・プレミアム付商品券の販売により、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民生活を

 支援するとともに、市内での消費を喚起

・地域経済の循環を促進することで飲食店や小売店等の事業継続を支援

・対象者 ：真庭市民 

・販売価格：2,000円（＋プレミアム1,000円）※2,000円で3,000円分の商品券を購入 

・購入上限：5セット（15,000円分） 

・事業費 ：プレミアム分 1億円、事務費 2,000万円

・時 期 ：＜販売期間＞ 令和3年8月6日～令和3年12月末

      ＜使用期間＞ 販売開始日～令和4年1月末

             （事業者の券換金は令和4年2月末まで）

・プレミアム付与により消費活動を活性化

・事業効果 3億円

補正額の財源内訳

3 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 真庭おもいやり事業

所属 予算書事業名 真庭おもいやり事業

補正前額 補正額 補正後額

4 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 プレミアム付商品券事業

所属 予算書事業名 プレミアム付商品券事業

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 15,050 15,050 15,050 0 0 0 

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

172,017 130,267 302,284 130,267 0 0 0 

産業観光部

産業政策課

・新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、特に飲食店等の経営状況が悪化し、緊急事態

 宣言が発令されたことにより、更なる悪化が懸念されるため支援するもの

・負担となっている感染症対策に係る費用を補助することにより飲食店等を支援し、店舗環

 境の安全性と利用者の安心感を向上

・対象者 ：真庭市内の飲食店等 

      ※飲食店・宿泊業として営業許可を受けたもの

・対象経費：感染症対策の経費等 

      ※飛散防止板、非接触型体温計、消毒機器等の購入費

・補助金額：5万円（従業員数5名以下）又は10万円（従業員数6名以上）

・申請期間：令和3年7月15日～令和4年1月末

・申請方法：感染症対策を実施したことがわかる書類（領収書、写真等）を添付し申請

・飲食店等の経営支援と同時に、感染防止対策がより厳重になることで感染拡大の防止に寄

 与する

・対策を十分に行っている店舗として市民が安全に安心して利用することが可能となる

補正額の財源内訳

教育委員会

教育総務課

・トイレの感染症対策を早急に実施し、児童生徒及び教職員が安心して学び、生活できる施

 設環境を整備

・市内の小学校7校、中学校2校の校舎トイレを改修

・改修内容：床の乾式化、便器の洋式化、手洗いの自動水栓設置

・対象校 ：＜小学校7校＞天津小・美川小・草加部小・米来小・美甘小・中和小・八束小

      ＜中学校2校＞北房中・久世中

・衛生的なトイレで、細菌やウイルスによる感染のリスクを低減

・洋式化等により、児童生徒のトイレに対する嫌悪感をなくして心理的負担を軽減

補正額の財源内訳

5 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 飲食店等コロナ対策応援事業

所属 予算書事業名 飲食店等コロナ対策応援事業

補正前額 補正額 補正後額

6 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

  小・中学校施設整備事業（トイレ改修）

所属 予算書事業名
小学校施設整備事業（単独）

中学校施設整備事業（単独）

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,720 1,920 5,640 1,920 0 0 0 

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

14,485 46,826 61,311 0 0 0 46,826 

教育委員会

教育総務課

・コロナ禍による外出制限などでストレスを抱えている児童生徒を学校給食で応援

・学校給食を通じて地元食材のおいしさや魅力に触れ、学校生活を豊かなものに

・給食の地産地消を推進し、特産品の消費を後押し

・真庭市内の特産品を学校給食の献立に1品加える｢真庭特産品プラスワンの日｣の実施を

   年3回から年6回に拡充

・市内の特産品や産業について学ぶ機会を作る

・児童生徒のストレスを緩和し、真庭食材を通じて、ふるさとへの愛着や理解を醸成

・真庭産品を納入する業者が増え、今後の地産地消推進と市内での経済循環を促進

補正額の財源内訳

市長直轄組織

危機管理課

・火災現場での消火活動のみならず、近年の多様化、激甚化している災害に対処する消防団

 員へ、機能性の増した新基準の活動服を貸与することで、団員活動の負担を軽減し安全性

 を確保

・消防団員の活動服を購入

・対象人数：真庭市消防団 全団員（令和3年1月1日現在、機能別団員除く）2,183人

・難燃素材の採用、視認性を高める反射効果のある配色、動きを妨げにくい立体裁断

・団員の安全性と作業効率が向上することで、消防団活動の事故防止と負担を軽減

・消防団の活動環境改善が団員確保につながるとともに、市民の財産と命を守る消防団の活

 動を強化

補正額の財源内訳

7 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 学校給食地産地消推進事業

所属 予算書事業名 学校給食地産地消推進事業

補正前額 補正額 補正後額

8 事業名  消防団員用装備品購入事業

所属 予算書事業名 非常備消防臨時管理費

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 17,611 17,611 0 0 0 17,611 

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,403 10,000 16,403 0 0 0 10,000 

市長直轄組織

危機管理課

・一級河川旭川と備中川が合流する落合垂水地区では、平成30年7月豪雨により大規模な床

 上、床下等の浸水被害が発生したことから、浸水要因を分析し、浸水対策による被害の軽

 減効果及び浸水対策を調査、検討する

・雨水対策調査

 ①基礎調査（資料収集・整理、現地調査）

 ②排水区域のモデル化及び地表面のモデル化（流出分析モデル構築、現地測量）

 ③キャリブレーション（再現性の確認）

 ④シミュレーション（現況施設の能力評価、対策施設の効果確認）

 ⑤費用対効果分析

・浸水要因の分析により、適切な浸水対策を選定し、浸水被害の軽減を図る

・分析結果をアニメーション化することで、住民と浸水被害のメカニズムを共有し、浸水被

 害に対する住民の理解促進と被害対策を推進

補正額の財源内訳

生活環境部

環境課

・真庭市での2050年二酸化炭素排出実質ゼロ「ゼロカーボンシティまにわ」の実現へ向け、

 再生可能エネルギーの導入プランを明確にし、地域（市民、事業者、行政）が一体となっ

 て取り組む戦略づくりを行う

・再生可能エネルギーをどの程度、どのように導入し有効活用するのか、地域とともに目標

 を定めるための調査、検討を実施

・真庭市での再生可能エネルギーの導入、温室効果ガス削減に向けた基礎資料の整理

・将来の温室効果ガス排出の推計、推計を踏まえた地域の将来ビジョン、脱炭素シナリオの

 作成、再エネ導入目標の設定

・地域一丸となった地球温暖化対策への機運の醸成

・真庭市における再生可能エネルギーの導入に向けた戦略の策定

・真庭市地球温暖化対策実行計画の策定時の基礎資料として活用

補正額の財源内訳

9 事業名  落合垂水地区雨水対策調査事業

所属 予算書事業名 災害対策臨時管理費

補正前額 補正額 補正後額

10 事業名  2050カーボンニュートラルまにわ構築事業

所属 予算書事業名 カーボンニュートラル推進事業

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,139 162,007 169,146 0 102,200 53,009 6,798 

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

23,005 4,000 27,005 0 0 0 4,000 

産業観光部

産業政策課

・令和2年10月に焼失した蒜山地域の主要施設である「そばの館」の早期再建を目指す

・「滞在型観光」をキーワードに、食、高原的景観及び体験型観光を充実させるため、地元

 食材を活用した持続可能な力強い循環型経済の仕組みを構築し、地域価値の向上を図る

・建設工事及び施設運営に必要な備品を整備

・令和4年3月完成予定

・地域経済の活性化、地域雇用の維持

・そば産業の振興

・地域価値の向上

補正額の財源内訳

産業観光部

農業振興課

・令和3年9月より真庭市場（大阪府高槻市、滋賀県守山市に出店）の販売手数料が25％から

 30%へ増率されることを受けて、市内出荷者の継続的な所得向上を支援する

・販売手数料が25％から30%へ増率されることに対して、激変緩和措置として負担増分の

 1/2を補助

・補助額：令和3年度9月～3月売上見込額 160,000千円×2.5%＝4,000千円

・小規模農家販売チャンネルとして真庭市場の維持、出荷者の所得向上

・農産物を生産販売することで、高齢者の生きがいづくり、耕作放棄地の抑制等

補正額の財源内訳

11 事業名  そばの館整備事業

所属 予算書事業名 観光施設整備事業

補正前額 補正額 補正後額

12 事業名  小規模農家支援事業

所属 予算書事業名 真庭あぐりネットワーク推進事業

補正前額 補正額 補正後額

-12-



（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 7,304 7,304 0 0 7,304 0 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 41,450 41,450 2,000 33,900 0 5,550 

教育委員会

教育総務課

・市内高校と市内小中学校の連携を強化し、幼保から高校までの一貫した教育環境の充実を

 図り、真庭市内高校の魅力を向上させる

・持続可能な地域を目指し、市民や地元企業、県教委等と連携し、郷育を核としたキャリア

 教育を推進することで、地域の未来を担う人を育む

〔高校魅力化応援事業〕

・市内2高校4校地の教育環境充実を図り、市民とともに高校の魅力化を応援

 ＊地域によるキャリア教育等の支援、幼保～小中学校との連携、高校魅力化発信

〔高校魅力化・人材育成事業〕

・郷育を核としたキャリア教育をカリキュラム化し、真庭高校の魅力化を図る

・学校、産業界、行政が未来のまちの姿を共有し、教育内容を共創

・真庭の産業の将来を担う若者の自覚と誇りの意識醸成と多様な生き方を若者が知る

・高校が自らの魅力化の必要性を自覚し、コンソーシアムでの連携の中で実践する

補正額の財源内訳

教育委員会

生涯学習課

・現在、文化財資料収蔵施設が市内各地に分散していることから、空き校舎を活用すること

   で、資料を一元的かつ適切に管理する

・旧阿口小学校校舎を改修し、古文書や民具、出土遺物等の文化財資料を一元的かつ適切に

 管理する収蔵施設を整備

 ＊特に貴重な文化財資料は、市内各地の博物館・資料館等で既に展示している

 ＊その他の資料等は、旧北房公民館、旧勝山図書館、旧蒜山郷土館等に保管しているが、

  施設の建築年数も経過しており、早急に資料等の集約及び整理が必要

・整備内容：資料収納棚（県産材使用）の製作、屋根改修等

・分散している文化財資料の一元的な管理

・古文書等の保存環境の改善

・老朽施設の解体等、市有地の有効活用

補正額の財源内訳

13 事業名  高校魅力化推進事業

所属 予算書事業名 高校魅力化推進事業

補正前額 補正額 補正後額

14 事業名  文化財収蔵施設整備事業

所属 予算書事業名 文化財保護施設等整備費

補正前額 補正額 補正後額
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令和 3年度 6月補正一般会計債務負担行為説明

（単位：千円）

事項 期間 限度額

情報化計画推進事業（企業人材派遣制度）
令和 3年度～

令和 5年度
11,200

【債務負担行為設定の理由】

行政ｄＸ等の推進にあたり、民間企業からＩＣＴに関する専門的ノウハウや知

見を持つ社員を複数年に渡って招へいする契約を締結するため。
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